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防災・脱炭素社会づくり特別委員会 県外行政視察レポート 

 

委 員 長  佐 藤  純 

 

 このたび、防災・脱炭素社会づくり特別委員会は埼玉県、茨城県及び栃木県を訪問し、①ＪＲ東

日本研究開発センターにおいて鉄道事業における脱炭素技術の開発について、②さいたま市議会に

おいて脱炭素先行地域の取組について、③国立研究開発法人防災科学技術研究所において防災科学

技術研究所における研究の概要について、④高砂熱学イノベーションセンターにおいてカーボンニ

ュートラルに資する環境技術の開発について、⑤国立大学法人宇都宮大学地域デザイン科学部附属

地域デザインセンター地域防災部門において大学の専門性を生かした地域防災力向上の取組につい

て行政視察を行ったところであり、その概要をレポートする。 

 

１ 日程及び視察先 

令和７年５月26日（月）ＪＲ東日本研究開発センター（埼玉県さいたま市） 

           さいたま市議会（埼玉県さいたま市） 

27日（火）国立研究開発法人 防災科学技術研究所（茨城県つくば市） 

     高砂熱学イノベーションセンター（茨城県つくばみらい市） 

28日（水）国立大学法人宇都宮大学地域デザイン科学部附属 

地域デザインセンター地域防災部門（栃木県宇都宮市） 

0年５月９日（水） 

２ 参加委員 

  佐 藤   純    小 泉   勝    荒 木 法 子    田 村 要 介 

  堀   勝 重    飯 野   晋    小 山 大 志    与 口 善 之 

  中 村 康 司    柄 沢 正 三    笠 原 晴 彦    牧 田 正 樹 

  大 渕   健    渡 辺 和 光    馬 場 秀 幸     

 

３ 視察先の概要 

 

ＪＲ東日本研究開発センター（埼玉県さいたま市） 

視察テーマ：鉄道事業における脱炭素技術の開発について 

 

 ● 研究開発センターの概要について 

本センターは、ＪＲ東日本グループを取り巻く環境の変化に迅速・的確に対処するため、2

001年12月に設立された。安全研究所や防災研究所、環境技術研究所など、役割や使命に応じ

た六つの研究開発組織を配置し、有機的な連携を図って戦略的な研究開発を進めている。また、

本センター内には、実際の列車振動を再現する乗り心地試験装置や、駅そのものを再現したSm

art Station実験棟など各種試験装置が配備されている。試験設備の活用により、従来、フィ

ールド試験のために要していた多くの手間や時間が省け、効率的な開発が可能となるほか、長

期耐久試験を短時間で集中的に行う加速・促進試験により、開発期間の短縮が可能となってい

る。 
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● 鉄道事業における脱炭素の取組について 

   鉄道は運輸部門において輸送量当たりのＣＯ２排出量が相対的に小さく、環境負荷の小さい

輸送機関である。その一方で、多量のエネルギーを消費する事業でもあり、将来にわたり選ば

れる交通機関であり続けるためには、鉄道の環境優位性をさらに向上させることが重要である。 

   ＪＲ東日本グループでは、2050年度のＣＯ２排出量「実質ゼロ」を目指す「ゼロ・カーボン

チャレンジ2050」を2020年に策定、その後、具体的なエネルギー戦略として2022年には「エネ

ルギービジョン2027～つなぐ～」を策定した。ＪＲ東日本グループが持つ「つくる」「送る・

ためる」「使う」の一貫したエネルギーネットワークの強みを活かし、持続可能な社会の実現、

地域や社会への貢献を目指している。 

   ＪＲ東日本研究開発センター環境技術研究所で

は、主に「送る・ためる」と「使う」の面に関わ

る研究開発を進めており、新エネルギー・再生可

能エネルギーへの転換促進・最適化、列車運転エ

ネルギーの削減、駅・設備のエネルギーマネジメ

ント・省エネ化の三つを主なテーマとしている。

新エネルギー転換の例としては、水素ハイブリッ

ド電車HYBARI（ひばり）を開発し、2022年３月か

ら走行試験を実施。走行試験で得られた知見をも

とに、航続距離の延伸を考慮したシステムの開発

や水素サプライチェーンの検討等を進め、2030年の営業車両化を目指している。その他、省エ

ネ運転の取組として、乗務員の運転データを収集・分析することにより、省エネにつながる運

転操作について研究を進めており、今後は省エネ運転のノウハウを生かした運転支援装置の開

発などにつなげていく。 

 

 ◆ 主な質疑・回答 

  Ｑ 水素ハイブリッド電車HYBARIの2030年商用利用に向けた進捗・課題について 

  Ａ HYBARIの2030年商用化に向けては、実証試験も重ねており、平坦な路線での運行は一定の

実現可能性が見えてきている。現在、各メーカーなどが燃料電池や水素タンクの技術開発

を継続して進めており、特に出力面である燃料電池に関してはさらなる性能向上が期待さ

れている。そういったより高性能の技術を採用していくことで今後の商用化につながると

考えられる。一方で、費用対効果の面や、在来線のような小さな車体への燃料電池設備の

組み込みといった部分は課題である。今後は業界との連携を通じ、出力性能や安全性の確

保とともに、最適な導入タイミングを見極めていくことが重要である。 

  Ｑ ＪＲグループ全体としての研究開発体制について 

  Ａ ハイブリッド車両に関しては現時点では東日本、東海、西日本でコンセプトや考え方が異

なる部分があるため、それぞれで検討を進めている。今後は三者三様な考えを整理しなが

ら、共有できる部分はしていく必要がある。ＪＲ東日本としては、HYBARIの開発に当たり、

実際の在来線を利用した、より営業車両に近い形での走行試験を行っており、ある程度ノ

ウハウの蓄積ができたと考えている。 

 

 □ 委員長所見    

鉄道は他の運輸部門と比較してＣＯ２排出量が少ない輸送機関ではあるが、さらなる省エ

ネ化と再生可能エネルギーの活用により、脱炭素社会の実現に大きく貢献することができる分

野である。東日本の鉄道網を支えるＪＲ東日本グループでも、2050年度のＣＯ２排出量実質ゼ
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ロの達成に向けた目標を掲げており、研究開発センターにおいても脱炭素化に向けた先進的な

技術開発が進められていた。特に、水素ハイブリッド電車HYBARIの開発では、実際の路線での

走行試験でも一定の成果が得られているとのことであった。2030年の営業車両化に向けては、

主に費用対効果などの面で課題も残されているとのことであった。脱炭素に取り組むに当たっ

ては、技術の開発や導入に多額の費用がかかることは、たびたび課題とされることではあるが、

今後これらの先進技術が実装されることに期待したい。 

 

さいたま市議会（埼玉県さいたま市） 

視察テーマ：脱炭素先行地域の取組について 

 

 ● 脱炭素先行地域選定までの取組 

   さいたま市では、脱炭素に関する先駆けとなる取組として、2009年に次世代自動車の普及を

目指すE-KIZUNA Projectを開始した。その後、2011年の東日本大震災を受け、電力需給の重要

性が高まったことから、電気自動車の蓄電池利用等を想定したエネルギー政策に重点を置き、

次世代自動車・スマートエネルギー特区の指定を受けた。その後さらに、スマートシティさい

たまモデルの推進やSDGs未来都市への選定などに取り組み、2022年にはゼロカーボンシティ推

進戦略を策定した。 

   本推進戦略では、ゼロカーボンシティ推進によるグリーン成長（環境・経済・社会の好循環）

の実現を基本理念とし、再生可能エネルギー等の最大限導入と地産地消や公民学共創による取

組により、2050年度温室効果ガス排出量の実質ゼロを目指している。 

 

 ● 脱炭素先行地域としての取組 

   脱炭素先行地域とは、2050年カーボンニュート

ラルに向けて、民生部門（家庭部門及び業務その

他部門）の電力消費に伴うＣＯ２排出量の実質ゼ

ロを実現し、その他の温室効果ガス排出削減につ

いても、国全体の2030年度目標と整合する削減を

地域特性に応じて実現する地域のことであり、令

和４年から環境省が各自治体の計画を募集し選定

している。 

   当市は、全国で26か所となる脱炭素先行地域の

１期生の一つとして令和４年４月26日に選定され

た。提案内容は、埼玉大学、芝浦工業大学、東京電力パワーグリッド株式会社埼玉総支社との

共同提案による「さいたま発の公民学によるグリーン共創モデル」である。この提案では、再

生可能エネルギーのポテンシャルが低い自治体でも取組・実現が可能な都市型エネルギーモデ

ルの構築や、公民学それぞれが主体となって先進的かつサステナブルな取組を共創するグリー

ン成長モデルを目指している。 

   再生可能エネルギーの導入拡大としては、施設への太陽光発電設備や蓄電池の導入、サーマ

ルエネルギーセンターの整備などを実施。避難所のエネルギーセキュリティ確保の面からも全

市立学校167校に太陽光パネルと蓄電池を設置した。また、ごみ発電の活用も当市における脱

炭素の取組の特徴の一つである。地域内資源であるごみの活用によりエネルギーの地産地消を

達成、燃料費調整や市況価格調整等の変動費が不要で電気料金が長期安定する特徴もある。現

在は桜環境センターでごみ発電した電力を89の公共施設へ供給している。 
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 ◆ 主な質疑・回答 

  Ｑ 次世代自動車の普及に係る充電設備の設置数や増加に向けた工夫について 

  Ａ 充電設備の整備に当たっては、まず市内の10か所ある区役所へ急速充電器を設置した。現

在では、公共施設や商業施設への普通充電器の設置も進み、300ほど設置されている。当初

は、普及を促すため補助金による支援をしていたが、電気自動車が普及してきた現在では

事業者独自の取組も増えてきており、自治体としての役割を考え直す必要があることから

支援を止めている。 

  Ｑ ごみの削減とごみ発電の両立について 

  Ａ 当市のごみ発電においては、不足する熱量をペットボトルのサーマルリサイクル等により

補うといったことはしておらず、あくまでも自然体での運用をしている。今後の見込みと

して、ごみの減量化はいわれているところであるが、廃棄物行政と連携のうえ、減量を見

込んだ発電量を予測し、不足する分は省エネやその他の再生可能エネルギーの導入などの

組み合わせによりカーボンゼロを達成していきたい。 

 

□ 委員長所見 

  さいたま市は、脱炭素先行地域として、都市型エネルギーモデルの構築や公民学連携による

グリーン成長の実現に向けたさまざまな取組を展開しているとのことであったが、特に、再生

可能エネルギーの導入拡大において、太陽光発電や蓄電池の設置、ごみ発電による地産地消の

推進など、地域資源を活用した持続可能なエネルギー政策が印象的であった。都市型で地域資

源が限られているという面では、再生可能エネルギーのポテンシャルが大きい本県とは少し異

なる視点から取組を推進していると感じた。 

国が2050年カーボンニュートラルの実現を掲げる中、各都道府県、市町村単位で、それぞ

れの地域特性を生かした脱炭素の取組が求められている。本県でも、関川村や佐渡市が脱炭素

先行地域に選定されており、市町村単位での取組も進められている。県としても、再生可能エ

ネルギーのポテンシャルを生かした独自の取組を考え、推進していくことが重要であると改め

て感じた。 

 

国立研究開発法人 防災科学技術研究所（茨城県つくば市） 

視察テーマ：防災科学技術研究所における研究の概要について 

 

 ● 防災科学技術研究所における研究について 

本研究所は、1963年に国立防災科学技術センターとして設立、つくば市にある本所の他、

兵庫県に兵庫耐震工学研究センター、新潟県に雪氷防災研究センター、山形県に雪氷防災研究

センター新庄雪氷環境実験所を持つ。「生きる、を支える科学技術」という価値観のもと、地

震、津波、火山噴火、暴風、豪雨、豪雪、洪水、地すべりなどによるあらゆる自然災害に対す

る予測力、予防力、対応力、回復力の総合的な向上を図る研究開発を実施している。 

代表的な技術開発の例としては、陸海統合地震津波火山観測網（MOWLAS）の運用がある。

約2,200の観測点からなる観測網を安定的に運用しており、気象庁、大学、研究機関等の研究

活動・防災活動に資する観測データを提供している。この観測網により、海域での地震につい

ては最大30秒程度、津波については最大20分程度早く検知することが可能となっている。 

また、当研究所が全国約800箇所に設置した高感度地震観測網（Hi-net）の地震計によるデ

ータを活用した緊急地震速報の根幹となる即時震源推定技術の確立や、ゲリラ豪雨の観測に役
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立つマルチパラメータレーダー技術の開発など、研究所で開発された多くの技術が実生活に貢

献している。 

 

● 大型降雨実験施設について 

つくば本所にある本施設は、最大で毎時300mmの降雨を再現することができる、世界最大級

の規模と能力を誇る実験施設である。50m×70mの広い範囲に自然の降雨の条件に近い雨を降ら

せることができ、実物大規模の実験を可能としている。 

大学や民間企業等の外部機関による利用や共同

研究を積極的に実施しており、住宅の浸水対策試

験や豪雨による土砂災害の再現などのほか、近年

では豪雨環境下での自動運転車両の実証実験や無

人航空機（ドローン）の性能評価などに関する分

野で活用されている。 

今年度からは、毎秒20mを上回る強風を人工的に

発生させる暴風装置を新設。これにより、従来の

ゲリラ豪雨の実験に加え、台風レベルの強風下で

の風雨の挙動や影響の再現が可能となり、より現

実に即したさまざまな気象環境での実験が可能となる。 

 

 ◆ 主な質疑・回答 

  Ｑ 豪雪時の建物・インフラへの影響に関する研究について 

Ａ 雪氷防災研究センターの方では、積雪時の屋根荷重を予測し、雪下ろしの優先度を判定す

るシステムなど、雪に対する研究は行っている。一方で、雪が積もった建物側の耐震強度

等に着目した研究は今後進めていく予定。 

Ｑ 日本海溝海底地震津波観測網（S-net）の整備時期と日本海側への観測網整備の可能性に

ついて 

Ａ S-netは東日本大震災直後に整備をした。観測網はプレート境界など、地震の発生域に近

いところに整備を進めており、現在は南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）を整備中で

ある。日本海側においては地震の発生域が陸に近いところが多く、仮に整備したとしても

得られる効果はそこまで大きくないと考えられ、費用対効果の面からも現状では整備計画

はない。 

 

 □ 委員長所見 

   地震や津波の観測、ゲリラ豪雨の観測等、私たちの生活の中の多くに、本研究所で開発され

た技術が使われていた。陸海統合地震津波火山観測網では、現在、南海トラフ海底地震津波観

測網が整備中であり、過去の災害を教訓とし、さらなる精度の向上を目指して研究が続いてい

る。また、自然に近い気象を再現することができる大型降雨実験施設では、自動運転車両の実

証実験や無人航空機の性能評価に活用されるなど、民間企業の新技術の検証等にも役立ってい

た。 

近年の地球温暖化を原因の一つとする災害の激甚化や、次世代自動車の普及等による生活

スタイルの変更など、私たちの生活は日々変化していき、その変化に応じた新たな課題も生ま

れてくることから、災害への備えは終わりがないものである。今後の防災・減災技術の向上に

期待をするとともに、本県においても、こうした先進技術を活用し、災害に強いまちづくりを

考え続けていくことが重要であると感じた。 
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高砂熱学イノベーションセンター（茨城県つくば市） 

視察テーマ：カーボンニュートラルに資する環境技術の開発について 

 

● 高砂熱学イノベーションセンターについて 

本センターは、主に空調設備の設計・施工を行う高砂熱学工業株式会社の研究開発拠点と

して2020年１月に竣工、同年３月に運用が開始された。「地球環境負荷低減と知的生産性向上

を両立したサステナブル建築」を設計コンセプトに、約23,000㎡の敷地の中にオフィス棟、ラ

ボ棟、設備展示棟が集約されている。 

また、バイオマス発電、太陽光発電、地下水熱利用、蓄電池等を組み合わせ、オフィス棟

ではZEB、敷地全体でもZEB-Ready相当のエネルギー目標を達成している。 

空調・照明環境においては、放射パネル反射を

利用した間接照明システムや個人スマートフォン

による空調の個別操作、デスク空調やカウンター

空調などが整備されており、個人の働き方のスタ

イルに合わせた空調管理により、快適性と省エネ

ルギーの両立が図られている。さらに、展示エリ

アには空調技術の仕組みを体験的に学べるミュー

ジアムが設けられており、実際に稼働中の空調機

械室を見学できる構成となっている。これによ

り、見学に訪れる地域住民や小学生といった幅広

い層に対して、環境・空調技術への理解を深める機会を提供しており、地域に開かれた技術普

及拠点としての役割を果たしている。 

 

 ● 空調設備「フレッシュクール」について 

フレッシュクールとは、当センターに隣接する小学校で実証実験を行い開発された体育館

向け空調設備である。体育館は面積が広く天井が高いため空調管理が難しい一方で、通常利用

時の熱中症対策はもちろん、災害時の避難所として快適な空間を維持することが重要である。

近年は外気温度が上昇しており、従来の窓開け換気による熱中症対策には限界があり、空調設

備の設置による快適かつ省エネルギーな環境整備が重要となっている。 

同設備は空間の下部から低速で給気し上部から排気する置換空調を採用している。これに

より居住域のみを良好な室内環境に調整することが可能である。居住域に給気ユニットを設置

する必要があり、衝突による負傷のリスクがあったが、ビニルに無数に開けた小さな穴から低

速給気することでビニルが膨らみ、エアークッションの役割を果たすことでリスク回避をして

いる。また、室内機と室外機を一体化した全外気方式を採用しているため配管工事が不要であ

り、工期が短く、容易に設置できるなどのメリットもある。 

 

□ 委員長所見 

   高砂熱学イノベーションセンターでは、再生可能エネルギーや地下水熱の活用など、多くの

先進技術が実装されており、非常に印象深かった。また、災害時の避難所利用も想定した体育

館向け空調設備「フレッシュクール」は、実用性と安全性を兼ね備えた優れた技術であり、民

間企業によるこうした技術開発の姿勢は、地域の脱炭素化と防災力向上の両立に資すると感じ

た。 
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民間企業にもそれぞれ脱炭素の取組が求められている中、本県においても積極的な取組を

進めている企業は増えている。県としても、こうした民間企業の開発力に大いに期待し、支援

をしていくことで県全体の脱炭素を進めていくべきだと感じた。 

 

国立大学法人宇都宮大学地域デザイン科学部附属 

地域デザインセンター地域防災部門（栃木県宇都宮市） 

視察テーマ：大学の専門性を生かした地域防災力向上の取組について 

 

 ● 地域デザインセンターの概要 

   宇都宮大学地域デザイン科学部では、公共政策、福祉のまちづくり、都市計画、防災といっ

た「まちづくり」にかかわる分野横断の幅広い知識と専門技術を、文系理系の枠にとらわれず

総合的に学ぶことができ、各地域の資源と特性を生かしたまちづくりを支える人材の育成を目

指している。地域デザインセンターは、地域デザイン科学部の教育理念に基づき、地方自治体、

企業、ＮＰＯ等、多様な主体との連携・協働のコーディネーションを行う附属機関であり、地

域に根差した研究や教育を支援・推進することで地域社会に貢献している。 

 

● 地域デザインセンターにおける地域防災の取組 

栃木県においては、地域防災に関して、局地的な豪雨の増加や首都直下地震発生時の被災

地隣接地域としての支援対応、地域の安全・安心を担う人材の減少などの課題を抱えている。

地域デザインセンターは、大学が持つ高度な教育機能やコーディネート力などの強みを生かし

て、栃木県の地域特性・課題に合わせた多面的な取組を展開している。 

例えば、県内の小中高等学校に対する防災教育支援を継続的に実施し、児童・生徒の防災

意識の醸成に寄与するとともに、栃木県庁、防災士会、他大学、社会福祉協議会等との連携・

共同体制を構築し、地域防災人材の育成に努めている。学部内では、副専攻プログラムの整備

や防災関連科目の体系化を進め、オンデマンド教材の開発をするなど、学生へ向けた防災教育

の機会を拡充している。 

地域社会への取組成果発信としては、新聞連載やシンポジウムの開催を通じて防災知識の

普及を図るほか、学生による防災活動や復興支援ボランティアの派遣、留学生との協働による

防災まちあるき等、多様な主体とつながりを持ちながら取組を行っている。 

研究面では、流域治水、孤立集落対応、首都直下地震への備え、避難時の健康リスク軽減

等、地域特性に即した課題に対する多様な研究を展開している。これらの取組により、地域社

会の安全・安心の向上に貢献している。 

 

 ◆ 主な質疑・回答 

  Ｑ 学生の防災意識の醸成や大学卒業後の活用に 

ついて 

  Ａ 現在、小学・中学・高校それぞれの段階で探

求学習が行われており、学生たちにとっては地

域や社会の課題をより身近に感じ、考える環境

が整っている。そういった中で防災に関しても

より実践的な教育が求められていると感じる。

大学でも防災関連の授業に定員を超える受講希

望が集まることもあり、学生の関心の高さを感

じているところである。大学としても、関係機
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関と協力しながらより実践的なプログラムを構築していきたいと考えている。また、学部

の卒業生の中でも、防災関係に強い希望をもって関連する職種に就く学生も増えており、

少しずつ防災に関する人材が育っていると感じる。 

 

□ 委員長所見 

   宇都宮大学地域デザインセンターにおける地域防災の取組は、大学の専門性を生かした実践

的かつ多面的な活動が展開されており、大変参考になった。特に、県内の学校への防災教育支

援や、自治体・防災士会・他大学との連携による人材育成は、地域防災力の底上げに直結する

重要な取組であると感じた。また、学生の関心の高さや卒業後の進路に防災に関連する職種を

選ぶ傾向が見られることは、今後の担い手確保の面からも重要なものである。研究面でも、流

域治水や孤立集落対応など、地域特性に即した課題に取り組んでおり、大学が果たす役割の大

きさを実感した。 

本県においても、防災リーダーの養成に向けた講座の実施など、地域防災力向上の取組を

さまざま行っているところであるが、市町村や関係機関との連携による取組が重要であると改

めて感じた。 


